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① 投資信託の運用損益別顧客比率

投資信託の共通KPIの概要

 金融事業者の選択に当たっては、他の金融事業者と取組状況を比較することが有益である。金融庁としては、各金融事業者が設定・公表する自

主的なKPIに加えて、リスクや販売手数料等のコストに見合ったリターンを長期的に確保できているかを国民が比較検討できるよう、各金融事業者

が、リターンに関連する共通の定義による統一的な指標（以下、「共通KPI」）を公表することを期待している。

基準日に投資信託を保有している各顧客について、購入時以
降のリターンを算出し、全顧客を100％とした場合のリターン別
の顧客分布を示したもの。

基準日の評価金額＋累計分配金額－購入金額（手数料込）

基準日の評価金額
購入時以降のリターン（％）＝

購入時以降のリターン（％）

全
顧
客
の
分
布

当社の全顧客の26％は、リターン
が＋10％以上＋30％未満

② 投資信託の預り残高上位20銘柄のコスト・リターン

ある銘柄は、コスト2.3％に対
し、リターン8％

預り資産残高上位20銘柄の
平均的なコストは1.4％で、リ
ターンは7.5％

預り資産残高上位20銘柄について、コスト（販売手数料率の1/5と
信託報酬率の合計値）とトータルリターン（過去5年間の基準価額
の月次騰落率を年率換算）をプロットしたもの。

③ 投資信託の預り残高上位20銘柄のリスク・リターン

預り資産残高上位20銘柄について、リスク（過去5年間の基準価額の
月次騰落率のバラツキ）とトータルリターン（同左）をプロットしたもの。

ある銘柄は、リスク12％に対
し、リターン8％

預り資産残高上位20銘柄の
平均的なリスクは9％で、リ
ターンは7.5％

（例）

（例） （例）
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共通KPI① 投資信託の運用損益別顧客比率
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図表１：投資信託の運用損益別顧客比率（2023年３月末基準）

（注１）基準日2023年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し当庁に報告のあった金融事業者（２４２者）のうち、 2023年３月末基準
の投資信託の共通KPIを公表し当庁に報告のあった金融事業者（２３３者）を集計（単純平均）
（注３）各業態の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合（小数点以下四捨五入）
（注４）各業態の右側の（ ）内数値は、公表先数
（注５）その他は、保険会社等３者、IFA９者、日本郵政、日本郵便
（資料）金融庁

図表２：投資信託の運用損益別顧客比率（2024年３月末基準）

（注１）基準日2024年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者（２４２者）を集計（単純平均）
（注３）各業態の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合（小数点以下四捨五入）
（注４）各業態の右側の（ ）内数値は、公表先数
（注５）その他は、保険会社等３者、IFA1０者、日本郵政、日本郵便
（資料）金融庁

 2024年３月末は、運用損益がプラスである顧客の割合は約９割と、2023年３月末の約７割に比べ上昇した（図表１、図表２）。なお、2024年３月

末までの１年間の市場動向は、国内外の株式、債券の代表的な指数を見ると、国内では株式が上昇した一方、債券は下落、また外国では株

式、債券とも上昇した。

 業態別に見ると、運用損益がプラスである顧客の割合は、 2023年３月末時点に比し、いずれの業態も上昇し、業態間の散らばりは縮小した

（図表１、図表２） 。
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共通KPI②・③ 投資信託の預り残高上位20銘柄のコスト・リターン/リスク・リターン
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図表４：リスクとリターン（全公表事業者）図表３：コストとリターン（全公表事業者）

（注１）基準日2024年３月末
（注２）全業態平均（2024年３月末）は、2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者

（２４０者）を集計（単純平均）。全業態平均（2023年３月末）は、その金融事業者のうち、2023年３月末基準の投資信託
の共通KPIについて当庁に報告のあった金融事業者（２３１者）を集計（単純平均）

（注３）リスクは、過去５年間の月次リターンの標準偏差（年率換算）。リターンは、過去５年間のトータルリターン（年率換算)
（注４）「その他」は保険会社等３者、IFA８者、日本郵政、日本郵便
（資料）金融庁

 2024年３月末は、2023年３月末に比べ、コスト・リターン（コストに対するリターンの比率）、リスク・リターン（リスクに対するリターンの比率）、とも

に大きく上昇した。リターンが大きく上昇し、コスト、リスクが小幅な変化にとどまったこと等を反映したものである。 （図表３、図表４）
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（注１）基準日2024年３月末
（注２）全業態平均（2024年３月末）は、2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者

（２４０者）を集計（単純平均）。全業態平均（2023年３月末）は、その金融事業者のうち、2023年４月末基準の投資信託の共通
KPIについて当庁に報告のあった金融事業者（２３１者）を集計（単純平均）

（注３）コストは、販売手数料率（税込）の1/5と信託報酬率（税込）の合計値。リターンは、過去５年間のトータルリターン（年率換算）
（注４）「その他」は保険会社等３者、IFA８者、日本郵政、日本郵便
（資料）金融庁
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【参考１】 主要行等の投資信託の運用損益別顧客比率

■主要行等（運用損益率プラス（０％以上）の顧客割合が高い順）
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（注１）基準日2024年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった主要行等（１４者）を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁
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【参考２】 地域銀行の投資信託の運用損益別顧客比率

■地域銀行（運用損益率プラス（０％以上）の顧客割合が高い順）
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（注１）基準日2024年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった地域銀行４６者を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

（注１）基準日2024年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった地域銀行４５者を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁
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【参考３】 協同組織金融機関等の投資信託の運用損益別顧客比率

■協同組織金融機関等（運用損益率プラス（０％以上）の顧客割合が高い順）
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（左下より続く）

（注１）基準日2024年３月末
（注２） 2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった協同組織金融機関等２５者を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

（注１）基準日2024年３月末
（注２） 2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった協同組織金融機関等２４者を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

91.5％

（全業態平均）

（顧客比率） （顧客比率）



99.1%

98.9%

98.9%

98.6%

97.9%

97.3%

95.9%

95.8%

95.6%

95.3%

95.0%

94.0%

92.8%

92.40%

92.38%

92.2%

92.1%

91.9%

91.7%

91.6%

91.3%

91.2%

91.2%

91.1%

91.0%

90.8%

90.7%

90.4%

90.2%

90.1%

90.01%

89.95%

89.8%

89.8%

楽天証券

SBI証券

PayPay証券

PWM日本証券

大和コネクト証券

GMOクリック証券

マネックス証券

野村證券

百五証券

岡三にいがた証券

四国アライアンス証券

九州FG証券

とうほう証券

ワイエム証券

東海東京証券

auカブコム証券

西日本シティＴＴ証券

西村証券

丸三証券

大和証券

アイザワ証券

内藤証券

いちよし証券

あかつき証券

北洋証券

大山日ノ丸証券

水戸証券

ＦＦＧ証券

十六TT証券

証券ジャパン

J トラストグローバル証券

三菱UFJモルガン・スタンレー証券

極東証券

静銀ティーエム証券

-100% -80% -60% -40% -20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

-50%未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+30％以上
+50％未満

+10％以上
+30％未満

0％以上
+10％未満

-30％以上
-10%未満

-10％以上
0％未満

プラスの顧客比率

89.3%

89.2%

89.2%

89.1%

89.0%

88.9%

88.9%

88.2%

87.9%

87.8%

87.4%

87.2%

87.1%

87.0%

86.3%

86.2%

84.9%

84.5%

84.0%

83.90%

83.89%

83.4%

83.4%

83.0%

82.6%

82.0%

79.1%

79.1%

77.7%

77.3%

77.0%

76.6%

74.0%

事業者

SMBC日興証券

今村証券

きらぼしライフデザイン証券

中銀証券

東洋証券

香川証券

寿証券

ぐんぎん証券

第四北越証券

岡三証券

長野證券

池田泉州ＴＴ証券

めぶき証券

永和証券

浜銀TT証券

みずほ証券

ほくほくＴＴ証券

七十七証券

リテラ・クレア証券

播陽証券

岩井コスモ証券

八十二証券

ひろぎん証券

ちばぎん証券

むさし証券

とちぎんTT証券

京銀証券

おきぎん証券

広田証券

OKB証券

安藤証券

松井証券

光証券

-100% -80% -60% -40% -20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

-50%未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+30％以上
+50％未満

+10％以上
+30％未満

0％以上
+10％未満

-30％以上
-10%未満

-10％以上
0％未満

■証券会社（運用損益率プラス（０％以上）の顧客割合が高い順）

【参考４】 証券会社の投資信託の運用損益別顧客比率
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（注１）基準日2024年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった証券会社３４者を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

（左下より続く）

（注１）基準日2024年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった証券会社３３者を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

91.5％

（全業態平均）

（顧客比率） （顧客比率）



■資産運用業（運用損益率プラス（０％以上）の顧客割合が高い順）

【参考５】 資産運用業の投資信託の運用損益別顧客比率

8

（注１）基準日2024年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった投資運用業者６者を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

99.7%

99.6%

99.5%

99.1%

95.8%

30.0%

コモンズ投信

セゾン投信

鎌倉投信

レオス・キャピタルワークス

三菱UFJアセットマネジメント

HCアセットマネジメント

凡例

-100% -80% -60% -40% -20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

-50％未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+30％以上
+50％未満

+10％以上
+30％未満

0％以上
+10％未満

-30％以上
-10％未満

-10％以上
0％未満

（顧客比率）

91.5％

（全業態平均）



■その他事業者等（運用損益率プラス（０％以上）の顧客割合が高い順）

【参考６】 その他事業者の投資信託の運用損益別顧客比率

9

（注１）基準日2024年３月末
（注２）2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあったその他事業者等（保険会社等３者、IFA１０者、日本郵政、日本郵便）を集計
（注３）各者の右端のパーセンテージは、運用損益率０％以上の顧客割合
（資料）金融庁

99.9%

99.6%

99.5%

99.4%

99.1%

98.9%

98.7%

98.6%

97.7%

96.0%

94.3%

91.2%

90.2%

90.2%

80.2%

財コンサルティング

アークウェルス

エフピーサポート

高島屋ファイナンシャル・パートナーズ

フィナンシャルクリエイト

ＦＰフローリスト

FPブレーン

GAIA

クレストコンサルティング

住まいと保険と資産管理

アイ・パートナーズフィナンシャル

SBIマネープラザ

日本郵政

日本郵便

第一生命保険

凡例

-100% -80% -60% -40% -20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

-50％未満 -50％以上
-30％未満

+50％以上+30％以上
+50％未満

+10％以上
+30％未満

0％以上
+10％未満

-30％以上
-10％未満

-10％以上
0％未満

91.5％

（全業態平均）

（顧客比率）



-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

主要行等 地域銀行 協同組織金融機関等 証券会社 資産運用業者 その他

■運用損益別顧客比率（全業態）（左から、運用損益プラス（０％以上）の顧客割合が高い順）

【参考７】 投資信託の運用損益別顧客比率 （全業態）

10

■主要行等（１４者） ■地域銀行（９１者） ■協同組織金融機関等（４９者） ■証券会社（６７者） ■資産運用業（６者） ■その他事業者（１５者）

（注１）基準日2024年３月末
（注２）基準日2024年３月末基準の投資信託の共通KPIを公表し、当庁に報告のあった金融事業者（２４２者）を集計
（注３）その他事業者は、保険会社等３者、IFA１０者、 日本郵政、 日本郵便
（資料）金融庁

（顧客比率） 運用損益率がプラス（０％を含む）となっている顧客の割合

運用損益率がマイナスとなっている顧客の割合


